
令和 3年度

男女共同参画に関する事業所調査

調査結果

東 御 市



調査の概要

１ 調査の目的

この調査は、第 2次東御市男女共同参画推進基本計画(令和 4年度から令和 8年度)
の策定にあたり、市内事業所における男女の共同参画や女性の活躍、仕事と家庭の両

立支援などの状況を把握し、施策立案に反映していくことを目的に実施したものです。

２ 調査対象

市内事業所 85社

３ 調査方法

郵送による配布

郵送、電子申請による回収

４ 調査期間

令和 3年 2月 1日から令和 3年 2月 24日

５ 回収結果

有効回答数 ４４件

有効回答率 ５１．８％

６ 調査結果位の集計・表示方法及び数値の扱い

(１)集計結果はすべて、小数点第２位を四捨五入しており比率の合計が 100.0％に
ならない場合があります。

(２)複数回答の設問では、比率(％)の合計は１００％を超えるものもあります。
(３)図表では、回答の選択肢の文言を短縮している場合があります。



事業所の概要について

問１ 業種は何ですか。
1 2

【その他】
・ 福祉
・ リサイクル業
・ 採石業

問２ 従業員は何名ですか。
1 2

問２の内、女性従業員の占める割合は、おおよそどのくらいですか。

20%以
下

21～
40%

41～
60%

61～
80%

81～
100%

18 14 6 5 1 44
7 6 1 0 0 14
6 2 4 1 1 14
3 2 0 2 0 7
1 2 1 2 0 6
1 1 0 0 0 2
0 1 0 0 0 1

（社）

業　種 企業数

建設業 6

製造業 16

運輸・通信業 7

卸・小売業、
飲食店

3

金融・保険業 2

サービス業 5

その他 5

44

規模 企業数

20人以下 14

21～50人 14

51～100人 7

101～200人 6

201～300人 2

301人以上 1

44

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

ー  調  査  結  果　ー

（回答数　　44 社）

20人以下, 
31.8%

21～50人, 
31.8%

51～100人, 
15.9%

101～200人, 
13.6%

201～300人, 
4.5%

301人以上, 
2.3%

（回答数　　44 社）

（回答数　　44 社）

建設業, 
13.6%

製造業, 
36.4%

運輸・通信
業, 15.9%

卸・小売業、
飲食店, 6.8%

金融・保険
業, 4.5%

サービス業, 
11.4%

その他, 11.4%
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問2の内、正社員の占める割合は、おおよそどのくらいですか。
1 2

20%以
下

21～
40%

41～
60%

61～
80%

81～
100%

1 1 7 8 27 44
0 1 3 0 10 14
0 0 3 4 7 14
1 0 0 0 6 7
0 0 1 3 2 6
0 0 0 1 1 2
0 0 0 0 1 1

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

（回答数　　44 社）

0.0 

50.0 

16.7 

42.9 

42.9 

50.0 

40.9 

100.0 

50.0 

33.3 

28.6 

14.3 

42.9 

31.8 

16.7 

28.6 

7.1 

13.6 

33.3 

28.6 

7.1 

11.4 

7.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

301人以上

201～300人

101～200人

51～100人

21～50人

20人以下

全企業

20%以下

21～40%

41～60%

61～80%

81～100%

14.3 

2.3 

7.1 

2.3 

16.7 

21.4 

21.4 

15.9 

50.0 

50.0 

28.6 

18.2 

100.0 

50.0 

33.3 

85.7 

50.0 

71.4 

61.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

301人以上

201～300人

101～200人

51～100人

21～50人

20人以下

全企業

20%以下

21～40%

41～60%

61～80%

81～100%
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女性の活用・登用について

問３ 管理職や監督職は何名ですか。

管理職（課長相当職以上）

20人
以下

21～
50人

51～
100人

101～
200人

201～
300人

301人
以上

全体

男性 31 65 58 43 67 183 447
女性 4 1 4 7 6 8 30

35 66 62 50 73 191 （人）

監督職（係長、班長等相当職）

20人
以下

21～
50人

51～
100人

101～
200人

201～
300人

301人
以上

全体

男性 23 50 50 63 53 45 284
女性 4 13 12 16 10 2 57

27 63 62 79 63 47 （人）

（回答数　　44　社）

（回答数　　44　社）

男性, 
93.7%

女性, 
6.3%

【全企業 】

男性, 
83.3%

女性, 
16.7%【全企業】

95.7%

84.1%

79.7%

80.6%

79.4%

85.2%

4.3%

15.9%

20.3%

19.4%

20.6%

14.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

301人以上

201～300人

101～200人

51～100人

21～50人

20人以下

男性

女性

95.8%

91.8%

86.0%

93.5%

98.5%

88.6%

4.2%

8.2%

14.0%

6.5%

1.5%

11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

301人以上

201～300人

101～200人

51～100人

21～50人

20人以下

男性

女性
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問4 女性を役職（管理職・監督職）へ登用することについてどのようにお考えですか。（１つだけ○）

本人の
能力や
意思に
よって
男女の
区別な
く役職
へ登用
したい

女性に
適した
職種や
業務に
ついて
は役職
へ登用
したい

女性を
役職へ
登用す
るつも
りはな

い

その他

33 11 0 0 44 44
7 7 0 0 14
11 3 0 0 14
7 0 0 0 7
5 1 0 0 6
2 0 0 0 2
1 0 0 0 1
33 11 0 0

（社）

問5 女性の活用についてどのようにお考えですか。（１つだけ○）

男女の
区別な
く幅広
い活用
を図っ
ている

女性は
特定の
職種や
専門分
野での
み活用
を図っ
ている

女性は
補助的
な業務
でのみ
活用を
図って
いる

女性の
雇用管
理上難
しい面
がある
ので、
活用に
は限界
がある

その他

33 9 0 2 0 44 44
8 4 0 2 0 14
10 4 0 0 0 14
6 1 0 0 0 7
6 0 0 0 0 6
2 0 0 0 0 2
1 0 0 0 0 1
33 9 0 2 0

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

（回答数　44社）

100.0%

100.0%

83.3%

100.0%

78.6%

50.0%

0.0%

0.0%

16.7%

0.0%

21.4%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下
本人の能力や意思に
よって男女の区別なく
役職へ登用したい
女性に適した職種や
業務については役職
へ登用したい
女性を役職へ登用す
るつもりはない

（回答数　44社）

100.0%

100.0%

100.0%

85.7%

71.4%

57.1%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

28.6%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下 男女の区別なく幅広い活用
を図っている

女性は特定の職種や専門分
野でのみ活用を図っている

女性は補助的な業務でのみ
活用を図っている

本人の能力や
意思によって
男女の区別な
く役職へ登用し

たい, 75.0%

女性に適し
た職種や
業務につ
いては役
職へ登用
したい, 
25.0%

女性を役
職へ登用
するつも
りはない, 

0.0%

その他, 
0.0%

【全企業】

男女の
区別なく
幅広い
活用を
図って
いる, 
75.0%

女性は
特定の
職種や
専門分
野での
み活用
を図っ
ている, 
20.5%

女性は
補助的
な業務
でのみ
活用を
図って
いる, 
0.0%

女性の
雇用管

理上難し
い面があ
るので、
活用には
限界があ
る, 4.5%

その他, 
0.0%

【全企業】
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制度や規則について

問６ 次の法律や条例・計画や取り組みをご存知ですか。（それぞれ１つだけ○）

知っ
てい
て実

行して
いる

知っ
てい
るが
実行
してい
ない

聞い
たこと
はあ
るが
内容
はわ
から
ない

知ら
ない

38 5 1 0 44

32 6 6 0 44

21 9 12 2 44

12 8 17 7 44

5 9 9 21 44

15 15 7 7 44

11 8 12 13 44

8 8 15 13 44

11 9 14 10 44

5 13 10 16 44

1 10 10 23 44

2 11 8 23 44

15 14 7 8 44

育児・介護休業法

パートタイム労働法

男女共同参画社会基本法

次世代育成支援対策推進法

くるみん・プラチナくるみん認定

社員の子育て応援宣言

東御市男女共同参画推進条例

東御市男女共同参画推進計画

女性活躍推進法

職場いきいきアドバンスカンパニー認定

えるぼし認定

イクボス・温かボス宣言

旧姓使用

（回答数　　44社）

34.1%

4.5%

2.3%

11.4%

25.0%

18.2%

25.0%

34.1%

11.4%

27.3%

47.7%

72.7%

86.4%

31.8%

25.0%

22.7%

29.5%

20.5%

18.2%

18.2%

34.1%

20.5%

18.2%

20.5%

13.6%

11.4%

15.9%

18.2%

22.7%

22.7%

31.8%

34.1%

27.3%

15.9%

20.5%

38.6%

27.3%

13.6%

2.3%

18.2%

52.3%

52.3%

36.4%

22.7%

29.5%

29.5%

15.9%

47.7%

15.9%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
（社）

旧姓使用

イクボス・温かボス宣言

えるぼし認定

職場いきいきアドバンスカンパニー認定

女性活躍推進法

東御市男女共同参画推進計画

東御市男女共同参画推進条例

社員の子育て応援宣言

くるみん・プラチナくるみん認定

次世代育成支援対策推進法

男女共同参画社会基本法

パートタイム労働法

育児・介護休業法
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問7 出産・育児に関する支援について
（１）産前産後休業制度利用中の社員への給料支援・経済的支援について（１つだけ○）

通常勤
務時の
給料を
支給し
ている

通常勤
務時の
給料を
減額

（６割・
８割
等）し
ている

無給で
ある

その他

5 11 22 6 44 38
3 4 5 2 14
1 2 7 4 14
1 2 4 0 7
0 2 4 0 6
0 0 2 0 2
0 1 0 0 1
5 11 22 6

（社）

（２）育児休業制について（１つだけ○）

就業規
則等で
整備さ
れてい

る

現在は
整備さ
れてい
ない

が、整
備に向
けて検
討中で
ある

整備さ
れてい
ない

（当面
整備す
る予定
はな
い）

その他

37 2 1 4 44 40
10 2 1 1 14
11 0 0 3 14
7 0 0 0 7
6 0 0 0 6
2 0 0 0 2
1 0 0 0 1
37 2 1 4

（社）

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

その他
　・対象者なし　３
　・無回答　　　 ２
  ・出産手当金 １

その他
　・対象者なし　３
　・無回答　　　 １

（回答数　44社）

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

7.1%

21.4%

100.0%

0.0%

33.3%

28.6%

14.3%

28.6%

0.0%

100.0%

66.7%

57.1%

50.0%

35.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下
通常勤務時の給料を
支給している

通常勤務時の給料を
減額（６割・８割等）し
ている
無給である

通常勤
務時の
給料を
支給し
ている, 
11.4%

通常勤
務時の

給料を減
額（６割・
８割等）し
ている, 
25.0%

無給で
ある, 
50.0%

その他, 
13.6%

【全企業】

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

78.6%

71.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

21.4%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下
就業規則等で整備されてい
る

現在は整備されていないが、
整備に向けて検討中である

整備されていない（当面整備
する予定はない）

その他

就業規
則等で整
備されて

いる, 
84.1%

現在は
整備され
ていない
が、整備
に向けて
検討中で

ある, 
4.5%

整備され
ていない
（当面整
備する予
定はな

い）, 2.3%

その他, 
9.1%

【全企業】

（回答数　44社）
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（２）-1 就業規則等で整備されている場合、(H31.4.1-R2.3.31)までに利用した人数

男性 女性 計
3 0 3
1 2 3
0 8 8
0 34 34
1 46 47
3

・育児休業利用の内訳

３ヶ月
未満

３－
６ヶ月
未満

６－１
２ヶ月
未満

１２ヶ
月以上

3 3 8 34 48
1 0 1 3 5
0 1 1 2 4
1 2 3 1 7
1 0 3 15 19
0 0 0 8 8
0 0 0 5 5

3 3 8 34 48

期　　　間
３ヶ月未満

３ヶ月～６ヶ月未満
６ヶ月～１２ヶ月未満

１２ヶ月以上
育児短時間勤務の制度

育児に参加するための休暇

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

育児休業

（回答数　37社）

75%

25%

0%
0%

育児休業【男性】

３ヶ月未満

３ヶ月～６ヶ
月未満
６ヶ月～１
２ヶ月未満
１２ヶ月以上

0%
5%

18%

77%

育児休業【女性】

３ヶ月未満

３ヶ月～６ヶ
月未満
６ヶ月～１
２ヶ月未満
１２ヶ月以上

３ヶ月未
満, 6%

３－６ヶ
月未満, 

6%

６－１２ヶ
月未満, 

17%
１２ヶ月
以上, 
71%

【全企業】

0%

0%

5%

14%

0%

20%

0%

0%

0%

29%

25%

0%

0%

0%

16%

43%

25%

20%

100%

100%

79%

14%

50%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

301人以上

201～300人

101～200人

51～100人

21～50人

20人以下

３ヶ月未満

３－６ヶ月未満

６－１２ヶ月未満

１２ヶ月以上
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・育児短時間勤務制度利用の内訳

47

（３）育児休業制度利用中の社員への給料支援・経済的支援について（１つだけ○）
※（２）で「１　就業規則等で整備されている」と答えた事業所 （３７社）

通常勤
務時の
給料を
支給し
ている

通常勤
務時の
給料を
減額

（６割・
８割
等）し

て支給
してい

る

無給で
ある

その他

5 9 20 3 37 34
2 2 5 1 10
0 3 7 1 11
2 2 3 0 7
1 1 3 1 6
0 0 2 0 2
0 1 0 0 1
5 9 20 3 37

（社）

20人以下 21～50人 51～100人 101～200人 201～300人 301人以上
3 1 4 7 2 30

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

その他
　・対象者なし　1
　・無回答　　　 1
  ・育休給付金 １

30

2

7

4

1

3

0 5 10 15 20 25 30 35

301人以上

201～300人

101～200人

51～100人

21～50人

20人以下

（利用人数）

0.0%

0.0%

16.7%

28.6%

0.0%

20.0%

100.0%

0.0%

16.7%

28.6%

27.3%

20.0%

0.0%

100.0%

50.0%

42.9%

63.6%

50.0%

0.0%

0.0%

16.7%

0.0%

9.1%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下

通常勤務時の給料を
支給している

通常勤務時の給料を
減額（６割・８割等）し
て支給している

無給である

その他

通常勤
務時の
給料を
支給し
ている, 
13.5%

通常勤
務時の

給料を減
額（６割・
８割等）し
て支給し
ている, 
24.3%

無給で
ある, 
54.1%

その他, 
8.1%

【全企業】
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問８ 産前産後・育児休業から職場復帰の際、休業前と同じ職場、同じ待遇で勤務している従業員
はH31.4.1～R2.3.3.31まで何名いますか。（延べ人数）

男性 女性 合計
5 37 42
1 3 4
2 5 7
1 5 6
1 14 15
0 5 5
0 5 5

5 37 42

問9 子育て支援策について（あてはまるものすべてに○）

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

（回答数　44社）

男性, 
11.9%

女性, 
88.1%

【全企業】

0.0%

0.0%

6.7%

16.7%

28.6%

25.0%

100.0%

100.0%

93.3%

83.3%

71.4%

75.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下 男性

女性

（回答数　44社）

5

2

1

34

16

12

0 5 10 15 20 25 30 35 40

その他

支援策はない

託児・保育施設がある

育児休業制度がある

早めに帰宅できる

夜勤免除制度がある
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問１０ 介護休業制度について（１つだけ○）

就業規
則等で
整備さ
れてい

る

現在は
整備さ
れてい
ない

が、整
備に向
けて検
討中で
ある

整備さ
れてい
ない

（当面
整備す
る予定
はな
い）

その他

36 4 1 3 44 41
10 2 0 2 14
11 1 1 1 14
6 1 0 0 7
6 0 0 0 6
2 0 0 0 2
1 0 0 0 1
36 4 1 3 44

（社）

1 就業規則等で整備されている場合、(H31.4.1-R2.3.31)までに利用した人数

男性 女性 計
1 3 4
0 1 1
0 0 0
1 1 2
0 1 1

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

期　　　間
３ヶ月未満

３ヶ月～６ヶ月未満
６ヶ月～１２ヶ月未満

１２ヶ月以上
介護短時間勤務の制度

その他
　・対象者なし　2
　・介護での希望日に休暇もしくは有給を当て
ている　　　 １

介護休業

100.0%

100.0%

100.0%

85.7%

78.6%

71.4%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

7.1%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下

就業規則等で整備さ
れている

現在は整備されてい
ないが、整備に向けて
検討中である

整備されていない（当
面整備する予定はな
い）

その他

就業規
則等で

整備され
ている, 
81.8%

現在は整
備されて
いない

が、整備
に向けて
検討中で
ある, 9.1%

整備され
ていない
（当面整
備する
予定は
ない）, 
2.3%

その他, 
6.8%

【全企業】

（回答数　44社）

（回答数　37社）

50%

0%0%

50%

介護休業【男性】

３ヶ月未満

３ヶ月～６ヶ
月未満
６ヶ月～１
２ヶ月未満
１２ヶ月以上

60%20%

0%

20%

介護休業【女性】

３ヶ月未満

３ヶ月～６ヶ
月未満
６ヶ月～１
２ヶ月未満
１２ヶ月以上
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・介護休業利用の内訳

３ヶ月
未満

３－
６ヶ月
未満

６－１
２ヶ月
未満

１２ヶ
月以上

4 1 0 2 7
0 0 0 0 0
0 1 0 0 1
2 0 0 0 2
2 0 0 2 4
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

4 1 0 2 7

問１1 介護休暇制度について（１つだけ○）

就業規
則等で
整備さ
れてい

る

現在は
整備さ
れてい
ない

が、検
討中で
ある

整備の
予定は
ない

その他

36 6 1 1 44 43
10 4 0 0 14
11 1 1 1 14
6 1 0 0 7
6 0 0 0 6
2 0 0 0 2
1 0 0 0 1
36 6 1 1 44

（社）

1 就業規則等で整備されている場合、H31.4.1～R2.3.31まで、何名の方が利用しましたか。

男性 女性 合計
0 4 4
0 0 0
0 0 0
0 2 2
0 2 2
0 0 0
0 0 0

0 4 4

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

全企業
20人以下
21～50人
51～100人
101～200人
201～300人
301人以上

その他
　・対象者なし　１

３ヶ月未
満, 57%

３－６ヶ
月未満, 

14%

６－１
２ヶ月未
満, 0%

１２ヶ月
以上, 
29%

【全企業】

100.0%

100.0%

100.0%

85.7%

78.6%

71.4%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

7.1%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３０１以上

２０１－３００

１０１－２００

５１－１００

２１－５０

20人以下
就業規則等で整備さ
れている

現在は整備されてい
ないが、検討中である

整備の予定はない

その他

就業規
則等で
整備さ
れてい

る, 
81.8%

現在は
整備さ
れてい

ないが、
検討中
である, 
13.6%

整備の
予定は
ない, 
2.3%

その他, 
2.3%

【全企業】

（回答数　44社）

（回答数　36社）

101～200
人, 50.0%

51～100人, 
50.0%

【合計】
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問12 子育て支援策について（あてはまるものすべてに○）

問13 能力の向上や、役職への登用などを目的として開催する研修会等への社員の参加について
（あてはまるものすべてに○）

問14 「働き方改革（長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの実現）」に関する制度について
（あてはまるものすべてに○）

（回答数　44社）

5

24

16

22

24

0 5 10 15 20 25 30

特に対策はない

相談・苦情の窓口がある

研修や資料の配布をしている

就業規則等の整備をしている

ハラスメント防止の方針の周知

（回答数　44社）

2

1

41

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

男女で違う内容の研修会

男女とも同じ内容の研修会

（回答数　44社）

13

2

11

7

7

17

12

10

10

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

導入していない

その他

正社員転換制度

転勤に関する制度

テレワークに関する制度

時差出退勤制度

フレックスタイム制度

育児介護短時間勤務制度の取組

短時間正社員制度

・男女で違う内容の研修会　　フォークリフト技能、ハイ作業、クレーン　１
・その他　　無回答　２

・その他　　ノー残業デーの設置 　　  １
　　　　　 　育児・介護の短時間勤務　１
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問15 非正規労働者の雇用状況はどのようになっていますか。（一つだけ○）

問16 非正規労働者を雇用している理由は何ですか。（３つまで○）

・その他　　人員確保のため　　  １　　　　　１日4時間、清掃業務等のみ行ってもらっている　　
１
　　　　　 　 従業員都合　１　　　　　　　　　無回答　　１

（回答数　44社）

12

0

26

3

3

0 5 10 15 20 25 30

雇用していない

その他

年間を通じて雇用

特定時期のみ雇用

一時的な雇用

（回答数　44社）

4

14

2

5

5

9

6

5

4

0 2 4 6 8 10 12 14 16

その他

再雇用や勤務延長の結果

正社員の休暇などを補うため

単純作業が多いため

特別な人材が必要なため

正社員の雇用が進まないため

経費負担が少なくてすむため

職種や業務による繁閑差が大きいため

雇用量調整が容易なため
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問17 今後の非正規労働者の活用方針についてどのようにお考えですか。（複数回答可）

・その他　　正職員の試用期間　　  １
　　　　　 　 無回答　　１

（回答数　44社）

7

2

14

4

6

5

6

9

5

10

18

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

非正規労働者を雇用しない

その他

成績顕著な非正規労働者を活用したい

退職者の再雇用時に活用したい

正社員の労働時間短縮に活用したい

単純作業で活用したい

特別な技術等を要する仕事で活用したい

人手不足を補うため活用したい

人件費抑制のため活用したい

時期的に業務量が集中する職場での活用

景気動向への柔軟な対応のため
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